



１、集中改革プラン（行革大綱ミニ版）　(H１７年度～H２１年度)





（１）策定項目�
�
①事務・事業の再編・整理、廃止・統合�
�
②民間委託等の推進：指定管理者制度の活用等�
�
③定員管理の適正化�
�
④給与の適正化：給料表の運用、退職手当、特殊勤務手当等諸手当の見直し等�
�
⑤第三セクターの見直し�
�
⑥経費節減等の財政効果：歳入確保策、使用料・手数料の見直し、未利用財産の売り払い、補助金等の整理合理化、投資的経費の見直し等�
�
　（２）策定スケジュール　　H１７年１０月～１８年３月　　策定期間　６ヶ月


　（３）公表　　　　　　　　H１８年　３月


 





２、行財政改革大綱　(H１８年１０月～H２３年度)


行財政改革の基本方針を決定


（行政運営、財政運営、市民サービスの向上、市民との協働、その他について）


　（２）策定スケジュール


　　 　①H１７年１０月～H１８年９月　　策定期間　１年


　　　 ②民意等の反映


　　　　　市民意見の公募


　　　　　行財政改革推進委員会（学識者、市民代表等で構成）の設置


　　 　③職員参加


　　　　　職員アンケート・提言


　　　　　専門部会


（３）公表　　　H１８年１０月


（４）集中改革プランとの整合


　　　　　集中改革プランを行革大綱の一部として位置づけ先行策定を行う方針。よって、策定した集中改革プランの内容は、行革大綱の具体的改革事項として行革大綱に盛り込むものとする。








